
 

一人ひとりの未来を支える生涯発達支援学校 

－ QOLの視点から各学部における支援を考える －  

Ⅰ はじめに  

学習指導要領（2018）において、子供たちに求められる力として新しい時代に必要となる「資質・能力」

が提言された。背景には、これまでの産業構造にとらわれない新たな価値を生み出す力が必要となってきた

ことや（Society5.0-超スマート社会-への対応等）、グローバル社会への対応、解決困難な地球規模の課題への

対応（SDGｓ注１等）が示されている。さらに、我が国においては少子高齢化による労働力問題への対応も喫

緊の課題であり、キャリアに関する教育が見直されてきた。一方、2015年国連サミット（SDGｓ・生涯学習

機会の促進）や、我が国における 2006年教育基本法の改定（生涯学習の理念規定）、2018年文部科学省白書

（生涯学習社会の実現）などにおいて、これらの困難に対応するため、学びの継続を支援する生涯学習がさ

らに重視されるようになってきた。 

また、障害者においても、障害者の権利に関する条約（2008）で共生社会の実現とともに生涯学習の保障

が明記されたことや、2017年の文部科学大臣メッセージ注２が契機となり、生涯学習の充実に向けた動きが高

まってきた注３。このような中、学習指導要領（特別支援学校）には「生涯学習」の文言が加えられ、特別支

援学校には生涯学習への接続を促す役割が期待されるようになった。 

障害者の生涯学習の充実の背景には、第一に、先に示した障害者の権利に関する条約の他、SDGｓに見ら

れる国際的な共生社会実現の流れがある。人生 100年時代を迎えた我が国では、障害の有無に関わらず、人

生のあらゆるステージにおいて様々な場で共に学び活躍できる環境が目指されるようになった。 

第二に、我が国における少子高齢化による労働力問題がある。共生社会の実現および労働力問題を抱える

中、障害者も労働力としての価値がますます求められるようになった。そのため障害者に対しても、作業等

に関する知識・技能といった職業生活に関わる学習と、ワークライフバランスの観点から、豊かな生活のた

めの学習の継続的支援が求められるようになった注４。 

第三に、障害者の高齢化問題への対応から生涯発達の視点をもった支援が注目されるようになったことが

考えられる。このような中、知的障害者の学校卒業後（成人期以降）の自立生活、労働環境、老化・健康、人

間関係、余暇他の実態調査が行われ、知的障害者のたどる生涯発達の様相においては、加齢による能力低下

のみでなく、生活習慣病を含む健康問題、精神疾患を含む様々な社会的な不適応等があることが明らかにな

った（井上ら，2007；光村・菅野，2009；小笠原・菅野，2015；加藤，2019；城田，2019）。また、知的障

害者の知識や技能などの獲得・維持・喪失は学齢期に関わらず発達の各ライフステージで見られ、本人をと

りまく環境との相互作用に影響を受けることが示された（澤本・菅野，2010；西郷・橋本，2014）。 

我が国では、これまでにも障害者基本計画（2002）において、障害者に対して乳幼児期から学校卒業後ま

で一貫して計画的に教育や療育を行うことが示され、教育においても「個別の教育支援計画」（2003）により、

生涯を通じた支援の必要性が示されてきた。このように生涯発達の視点をもった支援が求められる中、学校

卒業後の学びの継続（生涯学習）が問われることとなった。 

以上、障害のある子供においては、新しい時代に必要となる「資質・能力」を育む教育を学校教育段階に

おいて重視するとともに、国際的な共生社会の潮流、我が国における労働力問題への対応の観点から、障害

者が主体的に学びの継続支援にアクセスできるような取組の充実を目指すようになった。さらに、従来の知



見から、成人期以降の生活実態について、「知識・技能などの獲得・維持・喪失は発達の各段階で生じる」こ

と、および「それらは環境との相互作用で生じる」ことが明らかになった。このことから、学校卒業後の生

涯学習の意義はより注目されることとなり、学校教育にとどまらない生涯を通じた家庭・医療・福祉・教育・

労働・行政などの多職種連携による支援が必要不可欠であると考えられるようになった。 

今後、共生社会の実現の中で、障害の有無に関わらず、働くことと暮らすことのワークライフバランスの

考え方がさらに重要になってくることが予測される。その中で、特別支援学校の役割を鑑みるに、学校卒業

後の様々な問題への教育的な解決策を見据え、生涯発達の視点をもった支援がより一層求められていくので

はないかと考える。 

 

Ⅱ 研究の経緯 

１．生涯発達支援学校 

 本校は 2004年度～2007年度、特殊教育から特別支援教育への転換期に、障害のある人のための生涯発達

支援センターとしての働きをもつ「生涯発達支援学校」に関する研究を報告した。本校の描いた生涯発達支

援学校では、障害のある人の各ライフステージの実態やニーズを踏まえた生涯発達の視点をもつこと、生涯

発達支援を実現する上で、広域・多職種と連携を構築することが不可欠であると考えられた。その具体的な

内容は、本校の特徴である大学との連携、広域におよぶ発達障害児者への相談実績、個別教育計画に基づく

教育実践の蓄積を生かし、学区域にとらわれず、かつ乳幼児期から青年・成人期を含む生涯発達支援システ

ムを構築、展開することにあった。 

以下、「生涯発達支援システム」（図 1）について、「生活支援ネットワーク」「教育支援ネットワーク」「授

業実践」の観点から主な研究内容を簡潔に説明する。 

 

１）教育支援ネットワーク 

 教育支援ネットワークでは、本校在校幼児・児童・

生徒および卒業生以外も含む発達障害相談の実績を

活かし、大学の協力のもと、特別支援教育への転換

期に求められるようになった地域のセンター的機能

の役割整備と展開を試みた。具体的には、これまで

の相談機能の他に、近隣保育所や小中学校への定期

的な巡回相談、大学教員を講師とした公開講座や合

同相談会、研修会への講師派遣、発達障害およびそ

の疑いのある年長幼児の就学移行支援事業、メール

マガジン配信他の各種教育相談サービスを地域に提

供し、「保育・教育連携による地域ネットワーク」の

構築を実践した。 

 

２）生活支援ネットワーク 

生活支援ネットワークでは、第一に、障害のある人の居住地域における生活支援を実現するため、大学の

図 1 生涯発達支援システム 



協力のもと、医療・福祉・労働・教育の協働を意図した研修の場を提供した（就学準備～青年成人の４つの

ライフステージのネットフォーラム）。第二に、所謂「個別の指導計画」と「個別の教育支援計画」の機能を

関連付け、本校独自の「個別教育計画システム」へと拡充し、在校幼児・児童・生徒の将来の地域生活の充

実を意図して、本校在籍時から保護者参画のもと医療・福祉（卒業時には労働）との積極的な連携を図った。 

 

３）生涯発達支援学校の授業実践 

 本校の教育課程は過去の個別教育計画の実践デ

ータおよび WHO の ICF や社会的要請の観点か

ら、5 つの支援領域にまとめられ（図２）、それぞ

れが支援内容配列表という俯瞰図にまとめられて

いる（本校，2000～2002）注５。5 つの支援領域は

生涯発達支援の視点から、全てのライフステージ

において支援が欠かせない「コミュニケーション

支援」、地域での生活を支える「生活支援」、学齢期

の中心課題である「学習支援」、将来の働く生活を

支える「就労支援」、豊かな暮らしを支える「余暇

支援」から構成された。 

 授業実践研究においては、特別支援教室の 

機能をもたせた自閉症を中心とする重複学級注６、 

大学と連携した進路学習「1 日大学生」、余暇活動・生涯スポーツを目指した体育などの実践が報告された。 

 

Ⅲ 研究の目的 

本校が生涯発達支援学校の構想を描いてから 18 年が経った。国際的には障害者の権利や共生社会実現に

向けた潮流となり、我が国では少子高齢化による労働力不足問題や人生 100年時代を迎え、障害の有無に関

わらない高齢化による心身の健康問題への対応が不可欠になってきている。これらを背景に、我が国におい

て学校卒業後の学びの継続（生涯学習）への注目が高まり、様々な取組が実践され報告されるようになった。

さらに、生涯学習への注目の背景として、障害者の成人期以降の生活実態が把握される中、生涯発達の視点

をもった支援の必要性が示されるようになった。 

このような中、本校には、改めて生涯発達支援学校として学齢期以降の長い豊かな生活をも想定した教育

支援を、専門家として担うことが求められていると考える。そこで本研究では、生涯発達支援学校として、

子供たち一人ひとりの学校卒業後も見据えた生涯にわたる「健やかな心と体を育む支援」について検討する

ことを目的とした。 

 

Ⅳ 研究の経過 

１．「健やかな心と体」と QOL（Quality of Life） 

 卒業後を見据え、生涯にわたる「健やかな心と体」を育むための支援を行うにあたり、昨年度より「QOL
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（Quality of Life）」の視点から在学期間の実践を検討・整理することとした。QOLは一般的に「生活の

質」「人生の質」と訳され、個人の主観的幸福度・満足度に関する概念である。 

特別支援学校における QOL を扱った研究としては、鳥取大学附属特別支援学校が QOL の理念にもとづ

き、子どもが「生活を楽しむ」ための授業づくりに取り組んだ研究（入江ら、2002）、横浜国立大学教育学部

附属特別支援学校が QOL の充実を目指し、個別教育計画（個別の教育支援計画、個別の指導計画）に焦点

を当てた研究（武藤ら、2000）などがある。鳥取大学附属特別支援学校の研究では、QOLを高める＝「（今

の）生活を楽しむ」と定義し、小中高の各学部において、将来を見据えつつも、発達段階を踏まえ「生活を

楽しむ」ための授業づくりの研究が行われた。横浜国立大学附属特別支援学校の研究では、学校において子

どものQOLを充実させるために必要な要素を整理するため、QOLを中心に位置づけたマンダラート（９つ

のマス）を作成し、それに基づいて教育内容の充実を図る研究が行われた。いずれの研究も、当事者（子供

本人、保護者など）の視点を大切にすること、将来を見据えつつも発達段階を踏まえることの重要性を指摘

している。また、QOLの扱いとしては、学校研究を 

行う際、「『QOL』とは何か」を各校において再定

義して行われた研究である。 

一方、本校では QOL の視点からの研究を行うに

あたり、WHOが提唱するWHOQOLにその手掛か

りを求めることにした。WHOQOL において QOL

とは「個人が生活する文化や価値観の中で、目標や

期待、基準および関心に関わる自分自身の人生の状

況についての認識」と定義される（田崎・中根、

2007）。 

上記の QOL 概念に基づき、WHO は 1994 年に

100 項目の基本調査票を開発した。その短縮版とな

るのが 4 領域 26 項目からなる「WHOQOL26」

（「WHOQOL-BREF」とも表記される）である。2011 年には障害者を対象に障害領域を追加し、質問文を

一部変更した「WHOQOL-BREF-ID & DISABILITIES MODULE（以下QOLモジュール）」を開発した。

これら２つのモジュールは成人向けの尺度であるが、今回はあえて成人向けの尺度を採用することとした。

学齢期段階の教育実践も卒業後の生活を見据えたものであること、本校は幼稚部から高等部までの幅広い年

齢の子供たちが在学するために発達段階・障害の状態に応じたモジュールの採用が難しかったことなどがそ

の理由である。また、具体的に支援を検討する際に、上記のQOLの定義と併せて、QOLモジュールの各質

問項目が有する「側面（facet、下位項目注７）」を支援検討の際の視点として設定した。QOLを多面的な立体

に例えると、各質問項目の「側面」を組み合わせて QOL という立体が構成されているようなイメージであ

る。「側面」の一覧は表１の通りである。 

そこで、これらの「側面」（及び「領域」）を視点として、教育実践全般に対して整理・改善を行うことと

した（図３）。 

 

 

 

表 1 QOL「側面」一覧表 



２．昨年度の研究 

１）幼稚部：「幼児期の『健やかな心と体を育む支援』を考える」 

幼稚部では幼児の実態やニーズ、目標設定、支援、環境設定等に対して QOL の視点からの検討を行い、

幼児の長期的な変容を捉えた。幼児の発達段階を踏まえ、QOLモジュールの「側面」だけではなく、より広

義の「領域（domain）」に着目した。幼児のQOLを考えるにあたっては、保護者と共に計画する「個別教育

計画」を活用して支援を行った。 

２）小学部：「QOL の視点を用いた教育課程の整理と授業づくり」 

 小学部では現在行われている授業実践が QOL モジュールの各「側面」に照らし、どのように扱われてい

るかを整理する取組を行った。各授業において重視される「側面」の傾向・特性・違い等を整理し、今年度

は小学部の全学級が一貫して取り組んでいる『自分の成長を見つめるポートフォリオづくり』に焦点を当て

て、授業実践に取り組んだ。 

３）中学部：「QOL の視点から見た農耕作業学習」 

 中学部では、小学部と同様に、生徒の QOL 向上を支える授業実践を行うために、これまで中学部で行わ

れてきた各授業の特徴や授業内容と QOL モジュールとの関連を整理し、作業学習（農耕）に焦点を当て授

業を実践した。また、生涯にわたる健やかな心と体の育成を目指し、主観的評価を基本とする QOL と他者

評価を基本とする自立活動の紐づけを試みた。 

４）高等部：「卒業後を見据えた QOL の向上につなげる高等部での支援」 

 高等部では、小中学部と同様にQOLモジュールの「側面」（及び「領域（domain）」）から全授業・活動を

整理し、QOL を高めるための具体的な指導内容の充

実を図った。中でも卒業後の生活とも関わりが深い

「くらし（生活知識）」という授業に焦点を当てて、授

業改善を行った。また、在学中の授業実践における

QOL の高まりだけではなく、卒業後の QOL の向上

のために必要な支援方法についても検討を試みた。 

 

３．今年度の研究 

１）幼稚部：「幼児期の子どもの QOL について考える」 

幼稚部では、本校の個別のニーズ調査の仕組みである「本人・家族の希望表」に着目し、QOLモジュール

が有する５つの「領域（domain）」の視点から、保護者のニーズ・願いを整理した結果、「人間関係」「コミュ

ニケーション能力」を重視していることが判明した。そこで「朝の集まり」の活動を中心としてコミュニケ

ーション支援を行い、長期的な支援の改善を行った。 

２）小学部：「小学部段階（６年間）における QOLを考える」 

小学部では、昨年度実施した QOL モジュールの各「側面」に照らして授業実践を整理する取組に加え、

本校の「個別の指導計画（支援計画）」の書式である「個別教育計画」の短期目標についても同様の分析を実

施した。それらの分析を踏まえて、授業の中で扱われている QOL の「側面」を踏まえた授業の計画及び振

り返りをすることで、授業改善を行った。 

３）中学部：「知的障害児の教育的ニーズはQOL とどのように関係するか？」 

 中学部では、卒業後の QOL の向上を考えるにあたり、昨年度より引き続き自立活動に着目した。まず教

員による自立活動における実態把握を行って中心課題を設定し、課題別のグルーピングを行った。次に、前
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述の QOL モジュールを使用して、保護者による代理評価を試験的に行い、その分析結果から各グループに

おいて主に社会領域に関する課題に取り組んだ。 

４）高等部：「卒業後を見据えた QOL の向上につなげる高等部での支援Ⅱ」 

 高等部では、昨年度の研究で判明した、卒業後の QOL の向上のために必要な力としての「自己理解」と

いう概念をより深めた形として、「自分らしさ」という考え方に着目した。卒業後の主観的幸福感を高めるた

めのカギとしての「自分らしさ」について、卒業後も「自分らしく」活躍するためにはどんなことが必要な

のか、卒業生の姿から学ぶことはあるか、などに関して卒業生に対する聞き取り調査を複数回実施し、それ

をもとにした進路の学習及び授業改善に取り組んだ。 

 

Ⅴ まとめと今後の課題 

 今年度は昨年度から引き続き、WHOQOLの考え方を用いた学部研究を行い、QOLモジュールの「側面」

「領域」を視点として研究を行った。そこでは、昨年度からの研究を引き継ぎ、深める形で各学部研究を進

め、QOLの視点からの支援改善、試験的な代理評価、卒業後を見据えた実践等を行うことができた。今後は、

QOL の視点から取り組んで得られた知見が、各学部段階や学校卒業後のライフステージの変化を超えてど

のように繋がるのか、また本校の使命である「生涯発達支援学校」として、子どもたちの生涯にわたるQOL

の向上とどのように関係するのかを詳しく検討していくことが必要である。（文責 鈴木） 

  

注１ 2015年国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」にて記載された、2030

年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと（「持続可能な開発目標」）。 

注２ 所謂「特別支援教育の生涯学習化」を示したもの。問題を提起するにあたり、障害のある人の保護者

の抱く「卒業後に学びや交流の場がなくなることへの不安」を引用。 

注３ 文部科学省では「障害者学習支援推進室」等を設置。また、翌 2018年第４次基本計画「生涯を通じた

多様な学習活動の充実」により、障害者の学校卒業後における学びを支援し、地域や社会への参加を

促進することで、共生社会の実現につなげる旨を明記。これを受け、我が国では各省庁を超えた様々

なプロジェクトが始動。 

注４ 2018 年学校卒業後の障害者の学びの推進に関する有識者会議が実施した当事者アンケートの結果か

らは、生涯学習へのアクセスの困難や質量の課題が示された。 

注５ 本校では 2011 年度～2014 年度にカリキュラムマネジメントの視点から、教育課程（「５つの支援領

域」）を構成する「コミュニケーション支援」「生活支援」「学習支援」「就労支援」の４つの支援内容

配列表の見直しが行われた。一方、「余暇支援」の見直しは行われなかった。2006 年卒業生調査の結

果からも「余暇支援」の見直しが課題とされた。 

注６ 本校小学部に設置された重複学級は、主に自閉スペクトラム症児童への指導実践を重ね多くの知見を

得たことから、2017年の改組により発展的解消をした。 

注７「WHOQOL26」は金子書房により質問紙、手引ともに日本語版が出版されており、質問の「側面」を

「下位項目」と表記している。本研究では「WHOQOL26」に含まれる質問の「側面」については金

子書房の翻訳を支援検討の際の視点として利用している。なお、障害者向けモジュールである

『WHOQOL-BREF-ID & DISABILITIES MODULE』は日本語版が存在しないため、「DISABILITIES 



MODULE」の「側面（Q27～Q39）」に該当する部分については本校で翻訳した。 
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